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 (表 1)宮田の行政計画の分類 













































































 本件訴訟の対象となった道路は、昭和 32 年に都市計画決定が行われた都市計画道路
伊東大仁線(1,320m)のうち、平成 9 年に都市計画の変更決定が行われた 180ｍ区間で
ある。本件都市計画道路も道路法の道路である。道路法は、第 3 条で高速自動車国道、
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 図 1 の都市計画道路伊東大仁線の位置図は、平成 25 年に静岡県交通基盤部が、静岡
県内で整備が進む高規格道路(枠の破線で表示)である新東名高速道路、中部横断自動車道
(静岡県～山梨県)、伊豆縦貫自動車道について説明するために作成し、様々な会議等で配
布した「交通インフラ概要」の図を基に、筆者が道路等の名称を   で記載したもので
ある。主要地方道伊東修善寺線は、伊東駅周辺の国道 135 号を起点として、修善寺駅近く







路交通センサスの交通量の調査結果は表 3 のとおりである。 
 国道 135 号は、交通量の増大に伴って伊東市街地内で海岸部分にバイパスが整備さ
れ昭和 62 年に 4 車線で供用が開始された。昭和 32 年に国は、将来の国道 135 号バイ
パスの整備を見通して、国道 135 号バイパスから国道 135 号の間の伊東市道 110m と






い早朝に実測したところ、写真１の地点で、北から側溝 70cm、歩道 118cm、路肩 48cm、
車道(白線、センターライン含む)715cm、路肩 46cm、歩道 120cm、側溝 70cm であり、








 国道 135 号バイパスから国道 135 号の間の伊東市道は、平成 9 年の変更計画決定当
時は、幅員約 4m から約 2.5ｍであったとされている。現在は、写真 5 の地点で 333ｃ
ｍ、写真 6 の地点で 360ｃｍ、写真 2 の地点で 337cm となっており、平成 9 年当時に
比べると最少幅員の箇所が少し拡幅されているが、車両は一方通行となっている。 







国道 136 号 

























国道 414 号 








・伊東市街地では、国道 135 号バイパスの西側に国道 135 号が
ほぼ平行して存在するが、この図には記載されていない。 
下田駅 









 国道 135 号バイパスから国道 135 号の間の伊東市道は、平成 9 年の変更計画決定当
時は、幅員約 4m から約 2.5ｍであったとされている。現在は、写真 5 の地点で 333ｃ
ｍ、写真 6 の地点で 360ｃｍ、写真 2 の地点で 337cm となっており、平成 9 年当時に
比べると最少幅員の箇所が少し拡幅されているが、車両は一方通行となっている。 







国道 136 号 

























国道 414 号 
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国道 135 号 
平成９年静岡県作成の整備状況図（図 2）と令和 2 年 9 月の現況写真（筆者撮影） 











(表 3)主要地方道伊東修善寺線の道路交通センサス結果（平日：12 時間交通量） 
 歩行者 自転車類 二輪車類 自動車類 混雑度 
平成 2 年 22 6 512 11,230 ― 
平成 6 年 43 43 245 8,567 ― 
平成 9 年 8 9 336 9,843 1.03 
平成 11 年 27 5 311 11,895 1.03 
平成 17 年 67 20 380 13,371 1.12 
平成 22 年 44 ― ― 13,770 1.23 
平成 27 年 695 174 ― 12,961 1.23 




 昭和 32 年に国は、主要地方道伊東修善寺線の約 1,210ｍと伊東市道約 110ｍの計
1,320ｍを幅員 11ｍで整備するという都市計画決定をした。訴訟当時の都市計画道路
としての名称は、都市計画道路伊東大仁線である。 
 県道である主要地方道伊東修善寺線は幅員約 11ｍで整備されたが、伊東市道約 110
ｍは、幅員約 4m から 2.5ｍのまま未整備であった。未整備の理由は、判決文によれば、
静岡県と伊東市のどちらが整備するかについて合意ができなかったためとされている。 
 昭和 62 年に国道 135 号バイパスが 4 車線で供用開始されることになり、昭和 61 年
の伊東市総合計画では、国道 135 号と国道 135 号バイパスの間の伊東市道の未整備区
間を早期に整備を図ることとされた。 
 昭和 63 年に伊東市中心市街地で大火が発生し、平成元年度に伊東市は、中心市街地
地区更新基本計画を策定し、都市計画道路伊東大仁線については、全線で 16ｍ又は 17
ｍに幅員を変更することなどが検討され、特に未整備の伊東市道 110ｍ区間(国道 135
号から国道 135 号バイパスまで)が短期に整備されるべき優先度の高いものとされた。 
 平成 2 年に国と静岡県は道路交通センサスを実施し、平成 3 年に伊東市は市内交通
量調査を実施した。 
伊東市は約 30 年ぶりに道路網計画を策定するため、交通量調査等のデータを基に、
平成 6 年 3 月に伊東市全域を対象とした都市計画道路の道路網の基本計画(マスタープ
ラン)(以下「道路網計画」という。)を平成 12 年を中間目標年次、平 22 年を最終目標
年次として策定した。道路網計画では、伊東市の将来の道路網の姿を構想し、新たな
環状道路の整備や都市計画道路伊東大仁線の拡幅等を今後整備すべき路線とした。 
伊東市は伊東市道 110ｍ区間の整備のため単独事業として、昭和 63 年ころから測量、
地元説明を行い、平成 4 年から平成 6 年に測量、建物調査、不動産鑑定を行い、平成
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伊東市は伊東市道 110ｍ区間の整備のため単独事業として、昭和 63 年ころから測量、
地元説明を行い、平成 4 年から平成 6 年に測量、建物調査、不動産鑑定を行い、平成
7 年には一部用地を買収した。平成 7 年 8 月には都市計画道路伊東大仁線都市計画変
更資料作成業務報告書(以下「計画変更資料」という。)を作成した。（静岡地裁は「伊
東市が作成した」としているが、委託先から市への調査報告書の提出と見られる。） 




道 135 号バイパスから 360ｍ区間(110m 区間を含む)の変更を強く主張した。同年 7 月、
伊東市は地元説明会を開催し 3 つの異なる案を説明した(市道 110m については幅員
17ｍ)。 
 平成 8 年に伊東市と県は、伊東市中心街の環状道路を形成するため、360ｍ区間を変
更する案を形成した。同年 4 月、伊東市は地元説明会(地区の役員等が対象と見られる)
を開催し 360ｍ区間を変更する案を説明し、同年 5 月 360ｍ区間の住民を対象とした
説明会を初めて開催した。同年 7 月にも 2 回開催したが住民からは反対意見が出され
た。 






会を開催し、国道 135号バイパスから旧静岡銀行前までの 180m区間の案を提示した。 
平成 8 年 10～11 月、伊東市は県の都市計画部署及び街路事業部署と下協議を行い、 
同年 11 月に伊東市は静岡県に事前協議を行い、同年 12 月に伊東市は静岡県に都市計
画の変更を申し出た。同年 12 月に静岡県は伊東市に対し都市計画の案の意見照会を行
い、伊東市は都市計画審議会の審議を経て平成 9 年 2 月に静岡県の意見照会に異存な
しと回答した。静岡県は平成 9 年 1～2 月に都市計画案の縦覧・意見書受付を行い、静
岡県都市審議会の審議を経て、平成 9 年 3 月 25 日、本件変更計画を決定した。 
 
6 本件訴訟の提起と判決確定に至る経緯 
平成 9 年 6 月 23 日、本件訴訟の原告以外の者を含む計 14 名は、都市計画の変更決
定の取消訴訟を提起した(この訴訟は平成 15 年 7 月に原告が取り下げ)。 
平成 9 年 7 月、原告 A は、変更決定により建築制限のある場所に都市計画法第 53
条に基づく建築許可を申請し、同年８月、静岡県知事は原告 A の建築許可申請を不許
可とした。同年 10 月、原告 A は、建築不許可処分の取消訴訟(以下「甲事件」という。)
を提起した。 
平成 10 年 4 月、原告 B らは、変更決定により建築制限のある場所に都市計画法第
53 条に基づく建築許可申請をした。同年 5 月、静岡県知事は、原告 B らの建築許可申
請を不許可とした。同年 7 月、原告 B らは、建築不許可処分の取消訴訟(以下「乙事件」
という。)を提起した。 
平成 15 年 11 月 27 日、静岡地方裁判所は、甲事件、乙事件ともに原告の請求を棄却
した。平成 15 年 12 月、甲事件、乙事件の原告は、東京高等裁判所に控訴した。 
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平成 17 年 10 月 20 日、東京高等裁判所は、甲事件、乙事件ともに原判決を取消し、
建築不許可処分を取り消した。 







































平成 17 年 10 月 20 日、東京高等裁判所は、甲事件、乙事件ともに原判決を取消し、
建築不許可処分を取り消した。 























































110m 区間の予測交通量については、目標年次である平成 22 年の 4,100 台/日ではな

















これを適用しなければならない。道路構造令第 27 条第 2 項は、「道路が平面で交差し、
又は接続する場合においては、必要に応じ、屈折車線、変則車線若しくは交通島を設
け、又は隅角部を切り取り、かつ、適当な見とおしができる構造とする」と定めてい




















 都市施設の都市計画は、法第 11 条第 1 項第 6 号に定める基準に従い、土地利用、交
通等の現状及び将来の見通しを勘案して適切な規模で必要な位置に配置するように定
めることを要するのであり、しかも、この基準を適用するについては、同項第 14 号に
より法第 6 条第 1 項の規定による都市計画に関する基礎調査の結果に基づくことを要
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成 22 年における伊東大仁線の 110ｍ区間の利用交通量を 1 日当たり 4,100 台であると
推計して、この数値を根拠に、伊東大仁線が道路構造令第 3 条所定の第 4 種第 2 級の
道路で、同令第 27 条第 2 項により右折車線を設ける必要があると判断したことも、合
理性を欠くものといわざるを得ない。 
 計画変更資料は、国道 135 号バイパスの交差点解析を根拠に、右折、左折の 2 レー
ンを設ける必要があると結論付けているが、その条件設定が合理性を欠くものであっ
たといわざるを得ないのみならず、上記交差点解析の基礎となった計画交通量につい
て、目標年次である平成 22 年の計画交通量を基準とせずに、平成 22 年の計画交通量





 確かに、伊東大仁線のうち 110ｍ区間だけが未整備で幅員 2.5ｍから 4ｍの一方通行
となっており、国道 135 号バイパスが 4 車線で供用開始となった昭和 62 年 7 月ころ






















に依拠してされたものであるから、法第 6 条第 1 項の規定による都市計画に関する基
礎調査の結果に基づき、都市施設が土地利用、交通等の現状及び将来の見通しを勘案
して適切な規模で必要な位置に配置するように定めることを規定する法第 13 条第１












道路網計画について、「少なくとも、平成 3 年度市内交通量調査、平成 2 年度道路交通
センサスデータを参照しており、基礎調査を一応踏まえているといえる。」としており、
平成 3 年度市内交通量調査、平成 2 年度道路交通センサスデータを基礎調査であると
している。 
 東京高裁は、「法第 6 条の定める基礎調査の一つである交通量調査が行われた平成 3
年以降」と記述しており、平成 3 年度市内交通量調査を基礎調査の一つであるとして
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していることから、平成 6 年 3 月策定の道路網計画も基礎調査として事実認定してい
るものと解される。 
 一方、東京高裁は、平成 7 年 8 月作成の計画変更資料を基礎調査であると認定した
か否かは明確ではない。東京高裁は、道路網計画の伊東大仁線の将来交通量の予測の
合理性を問題とし、道路網計画の予測を基礎として、計画変更資料において平成 22 年





 以上のことから、静岡地裁は、平成 3 年度市内交通量調査、平成 2 年度道路交通セ
ンサスデータを基礎調査であるとし、東京高裁は、これらに加え道路網計画も基礎調
査であると事実認定したものと解される。 
















































































































容が同居し、30 年から 50 年先に完成する内容のものもあれば、10 年後、20 年後に完
成する内容のものが混在している場合が散見される。平成 6 年 3 月に策定された伊東
市の道路網計画が平成 22 年を目標年次としているのは、伊東市の総合計画等の長期計
画が 15 年間を計画期間としていたためと考えられる。 













 都市計画道路伊東大仁線の 1,320ｍを幅員 11ｍから幅員 16ｍに拡幅する計画（片側




仁線の未整備の伊東市道 110ｍ区間については、10 年から 15 年での完成を目指すこ
とは現実的に考えられる。 



































大仁線は、車線数 2、標準幅員 16ｍである。標準幅員 16ｍの内訳は、左側歩道 3.5ｍ、
左側停車帯 1.5ｍ、車線 3ｍ×2、右側停車帯 1.5ｍ、右側歩道 3.5ｍである。 
つまり、道路網計画において伊東大仁線を拡幅する目的は、停車帯の設置と歩道の
拡幅である。停車帯は沿道の店舗等の利用者の停車スペースであり、原告が証拠とし
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環状道路 2 2 0 0 0 2 
伊東大仁線 1 2 4 2 0 2 
 
④平成 22 年の伊東市の人口の設定 
















伊東市総合計画が「平成 12 年 85,000 人、近い将来 10 万人をめざす」としていたこと


















平成 7 年 8 月に調査委託者から伊東市に提出された計画変更資料は、未整備の伊東
市道 110ｍ区間について検討し、国道 135 号バイパスとの T 字路交差点には右折車線
が必要であるが、国道 135 号線との十字路交差点には右折車線は必要ないとした。静
岡地裁は、国道 135 号線交差点には右折車線が不要であるとの説明を伊東市が静岡県
にしたと事実認定している。計画変更資料の 4-4 では、「国道 135 号との交差点では、
現況の交差点形状で全方向を処理することができる。また、国道 135 号との交差点に
ついて右折レーンを設けた場合でも右折交通量が少ないため、飽和度等に大きな異な
りはみられない。」としている。平成 7 年の段階は伊東市は市道 110ｍのみの整備を考
え、静岡県は県道・市道を併せた全線 1,320m、最低でも 360ｍの整備を考えていた。 











号バイパス交差点に 3 つの右折車線を設置するとした判断とは関係がないのである。 
 東京高裁は判決で「したがって、上記道路網計画で策定したマスタープランにおけ
る将来交通量の予測結果は、合理的な推計方法に基づかないものであるといわざるを
得ず、被控訴人が平成 22 年における伊東大仁線の 110ｍ区間の利用交通量を１日当た
り 4,100 台であると推計して、この数値を根拠に、伊東大仁線が道路構造令第 3 条所
定の第 4 種第 2 級の道路で、同令第 27 条第 2 項により右折車線を設ける必要がある
と判断したことも、合理性を欠くものといわざるを得ない。」としている。 
しかし、静岡県はそもそも平成 22 年を目標年次としておらず、110ｍ区間の利用交
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 また、道路構造令第 3 条所定の第 4 種第 2 級に該当するかどうかの判断の基礎とな




も 30～20km、第 2 種等は最小でも 15～10ｋｍ、第 4 種は主要な交差点の間隔とされ
ており、第 4 種の主要な交差点とは分岐点等の交通量が大きく変化する交差点が該当
するとの運用が見られる。伊東市が計画変更資料の対象としたのは伊東市道 110ｍと



































































 都市計画は、都市計画法第 13 条第１項各号の定めるところに従って定めなければな
らないとされている。法第 13 条第１項第 6 号により、都市施設は、土地利用、交通等
の現状及び将来の見通しを勘案して適切な規模で必要な位置に配置することにより、
円滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するように定めることとされている。





































 都市計画は、都市計画法第 13 条第１項各号の定めるところに従って定めなければな
らないとされている。法第 13 条第１項第 6 号により、都市施設は、土地利用、交通等
の現状及び将来の見通しを勘案して適切な規模で必要な位置に配置することにより、
円滑な都市活動を確保し、良好な都市環境を保持するように定めることとされている。
同項第 14 号により、第１項各前号の基準を適用するについては、法第 6 条第 1 項の規
定による都市計画に関する基礎調査の結果に基づくこととされている。 














































 したがって、都市計画法第 13 条第 1 項第 14 号の趣旨は、基礎調査で調査していな
い事項、例えば、自治体の総合計画等の上位計画、関係法令の基準、文化財や歴史的地
域資源の存在、地域住民の意向、関係行政機関との協議結果等を考慮することを禁じ

















 道路構造令第 27 条第 2 項は、「道路が平面で交差し、又は接続する場合においては、
必要に応じ、屈折車線(中略)を設け、（中略）、かつ、適当な見とおしができる構造とす
る」としている。右折車線は屈折車線に該当する。 
訴訟の証拠となった昭和 58 年 2 月発行の「道路構造令の解説と運用（以下「解説と
運用」という。）」では、右折車線は原則として交差点の基本的な構成要素として、すべ
ての交差点に設置するものとし、例外的に、①右折を認めない場合、②第 3 種 4 級、
第 3 種 5 級、第 4 種 3 級、第 4 種 4 級の道路であって、当該道路及び交差道路のピー
ク時の処理能力に十分余裕がある場合、③設計速度 40km/h 以下の 2 車線道路におい
て、設計交通量が極めて少ない場合には設けないことができるとしている。 
屈折車線の規定は、原都市計画決定が行われた昭和 32 年当時の旧道路構造令にはな
かったが、昭和 45 年の現行の道路構造令で規定されたものである。昭和 45 年は、交
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故件数が昭和 60 年の 25,714 件が平成 6 年には 33,333 件に増加し、毎年の死者数が












れば旅館が減少しているが、今日でも木造 3 階建ての旅館が 3 棟（現在 1 棟は市の観




 本件訴訟は、変更都市計画決定の根拠となった 2 つの交差点への 3 か所の右折車線
の設置が主な論点である。本件訴訟は甲事件と乙事件の 2 つの事件が併合して審理さ






























































































































































 本件訴訟で東京高裁が都市計画法第 13 条の解釈を誤っていると考えられることは
既に述べたとおりであるが、都市計画法についても改善すべき点があると考えられる。 
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 本件訴訟の判決の確定を受けて、静岡県は、平成 9 年の変更計画決定の対象区間に
ついて、昭和 32 年の計画決定の状態に戻す内容の変更計画決定を、県都市計画審議会
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塩野宏（2013）『行政法Ⅰ[第 5 版補訂版]行政法総論』有斐閣 
静岡県新世紀創造計画(1995-2004)静岡県 
下山憲治(2006)「法学セミナーNO.614」日本評論社 


















平成 11 年年度道路交通センサス報告書・静岡県 
平成 17 年年度道路交通センサス報告書・静岡県 
平成 22 年度道路交通センサス報告書・静岡県 
平成 27 年年度全国道路・街路交通情勢調査・静岡県 
法務省訟務局行政訴訟第一課職員(1995)『判例概説 都市計画法』 
宮田三郎(1984)『行政計画法 現代行政法学全集④』ぎょうせい 












停車帯 1.5ｍの都市計画道路（静岡県内） 都市計画道路伊東大仁線（県道）の現況 
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